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(2) 日本史 A・ 世界史 Aの教科書叙述
次に，前節の課題について具体的に把握するため

































































































































































表 1 2017年度 FW水俣事前学習
回 月 日 授業内容（原則 1時間授業）









8 1 11 カナダの水俣病（本時）に関する授業， 18 現地 2・3日目に誰と出会うか希望調壺とその学習
10 25 現地事前学習 1 （質問を考えて手紙を書く授業 2日目に出会う人に関する学習）
11 2 8 現地事前学習 2 （質問を考えて手紙を書く授業 2日目に出会う人に関する学習）
12 15 現地事前学習 3 （研修要項説明・手紙宛先紹介・全貝で出会う人の学習）
13 22 事前学習 4 (3日目活動グループ顔合わせ・全員で出会う人の学習．手紙分担）
14 3 2 事前学習 5 （最後のレポートの課題について説明，現地研修経験のまとめ方）
5-8 現地研修（熊本県水俣市にて 3泊4日）
15 事後学習「水俣で拾った言築」について（生徒はこの後．最後のレポートを提出）
































































































































































































































































































加害企業： 8名 行政（カナダ政府・、州政府） ：14名





















































































































































4) 『高大連携歴史教育研究会会報』 3. 2017年 3月。
5)秋田茂「高等学校新課程「歴史総合」の科目編成をめぐ
る試案」（『大阪大学教育学年報』 23, 2018年 3月， 153
-167頁），加藤健「高校歴史学習における度批衡の教













と」『教育評論』 558, 1993年 11月， 60-64頁など）。
9)福田和久「福島になぜ原発が作られたのか」（『歴史地理















16)経済企画庁「第 1部結語」『年次経済報告 昭和 31年度』
1956年（内閣府 HP参照 http://www5.cao.go.jp/keizai3/


















21) なお，本実践では 1時間完結を前提としたため， 日本の
水俣病を含めた世界史の教材化はできず，「カナダの水
俣病」の事例授業に終始せざるを得なかった。歴史総合

















l ~ 3回」『社会運動』 (382・ 383 ・ 385, 2012年 1月・ 2
月・ 4月），森下直紀「カナダ水俣病事件の現在」（花田
昌宣・久保田好生編『いま何がとわれているか』くんぷ
る， 2017年， 127-145頁）。
25) 第一に，両村はカナダ政府による先住民移住政策によ
り，強制的に移住させられた「指定居住区」であった。
移住先で外の世界と接するようになって初めて，彼らは
アルコールにも接するようになった。第二に， 1960年
代両村は発電会社が建設したダムによって，増水による
村の水没という「大悲劇」を受けた。その上に起きたの
がこの水銀汚染であった。水銀汚染が起きた際州政
府から「観光漁業」許可の一方で「商業漁業」が禁止さ
れたことにも，白人社会重視，カナダ先住民文化軽視の
姿勢が垣間見える。
本論文は， JSPS科研費 JP18H00018の研究成果の一部である。
